
第 115号議案

令和 4年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計補正予算

(第 3号 )

令和 4年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計補正予算 (第 3号)は、次

に定めるところによる。

(歳 入歳出予算の補正)

第 1条 既定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 403千 円を追加 し、

歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ 1,557,654千 円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第 1表歳入歳出予算補正」による。

令和 4年 12月 21日 提出

長岡京市長 中小路 健 吾





後期高齢者医療事業特別会計補正予算
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第 1表

歳  入

歳入歳出予算補正

款 項 補正前の額 補 正 額 計

3繰入金

千円

254,121

千円

403

千円

254,524

254,121 403 254,524

補 正 の な い 款 に か か る 額 1,303,130 1,303,130

歳 入 合 計 1,557,251 403 1,557,654
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歳  出

款 項 補正前の額 補 正 額 計

1総務費

1総務管理費

補 正 の な い 項 の 額

千円

33,804

千 円

403

千円

34,207

30,461 403 30,864

3,343 3,343

補 正 の な い 款 に か か る 額 1,523,447 1,523,447

歳 出 合 計 1,557,251 403 1,.557,654

‐後補鴻一
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1 括総

入 )

歳入歳出補正予算事項別明細書

(歳

圭わ
あヘ 補正前の額 補 正 額 計

3繰入金

千 円

254,121

千 円

う
０

ｎ
ｖ

■
４

千円

254,524

歳 入 合 計 1,557,251 403 1,557,654
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(歳  出)

款 補正前の額 補 正 額 計

1総務費

千円

33,804

千 円

ｎ
ｖ

‘
＾

千円

34,207

歳 出 合 計 1,557,251 403 1,557,654

―後補 6-



補 正 額 の 源 内 訳

一 般 財 源
国府支出金 地  方 債 そ の 他

千 円 千 円 印
　
４０３

千円

0

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ 403 ｎ

Ｖ
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2  歳  入

3款 繰入金

1項 一般会計繰入金

目 補正前の額 補 正 額 計

3職員給与費・事務費繰入金

千円

33,804

円

Ю

千

“

千円

34,207

計 254,121 403 254,524
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節
説 明

区  分 金  額

1職員給与費・

事務費繰入金

千円

403 職員給与費・事務費繰入金増

円

Ю

千

ま
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3  歳  出

1款 総務費
1項 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

1-般管理費

千円

30,461

(財源内訳 )

|

千円 |

4031

千円

30,864

職員給与費・事務費繰入金

千 円 千 円 千円

403

403

千 円

0計 30,461 403 30,864 ｎ

ｖ 403
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節

説 明
区  分 金  額

2給料

千円

44

千 円

990職員人件費

90職員人件費増

職員給料増

地域手当増

住居手当増

通勤手当増

期末勤勉手当増

児童手当減

共済組合増

403

44

90

168

100

10

△80

71

3職員手当等 288

4共済費 71
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1-般 職

(1)総  括

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

給 与 費

区 分

補正前

職員数

報 酬 給 料
|

職員手当
等

計

共済費 合 計

17,671
会計年度任用職員3人

を含む

会計年度任用職員3人

を含む

備 考

1 8,246

:

,3881 6,054 15,688 1,983

2,054 18,074

71 403}ヒ  i車交

8補正後

44 332
ｎ

ｖ

区 分

職
員
=■~
当
右

“=F
の

内

訳

補正前

補正後

比 較

扶  養 地  域 住  居 通  勤 特殊勤務 時 間 外 夜間勤務 管 理 職

1

1

1,004 336 290 1

11

168

390

0 100

期末勤勉 退  職 児  童 単身赴任
管理職員
特別勤務

計

1

2,994 6,

ｎ

Ｖ △
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(2)給料及び職員手当等の増減額の明細

(単位 :千円)

区分 増減額 増減事由別内訳 説  明 備  考

定の状況

給料 1
給与改定に

伴う増減分
44

給料の改定率 0.52%

給与改定実施時期
令和4年4月

地域手当の

増減分

によるもの
の異動等によるもの

職員
手当
を生
キF

288
2 期末勤勉手

当の増減分
10

給与改定によるもの
の異動等によるもの

（
Ｊ

その他の増
減分

188 職員の異動等によるもの
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(3)給料及び職員手当等の状況

ア 級別職員数

(級別の基準となる職務 )

※ その他の職種は除く。

※ ()内 は、再任用短時間勤務職員数及び構成比の外書きである。

※ 構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

区 分

職員数

一般行政職

級 構成比

7級

6級

5級

4級

3級
1

1

(100.0)

50.0

2級

50.01級

(100.0)

100.0

令 和 4年 10月 1日 現 在

計

区 分

一般行政職

7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級

長
長

次
課

課長補佐部  長
係 長

総括主査

事
師

主
技

事
師

主
技主  査
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イ 地域手当

(単位 :%、 人)

支給率 支給対象職員数 国の制度 (支給率 )

13
(1)

2
16

※(  )内 は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

ウ 期末手当・勤勉手当

※(  )内 は、再任用短時間勤務職員の支給率である。

区  分

支給期別支給率 支給率計 職制上の段
階、職務の

級等による
加算措置

備考

6月 (月 分) 12月 (月 分) (月 分)

補正前

(1.175)

2.225

(1.175)

2.225

(2.35)

4.45

有

補正後

(1.125)

2.15

(1.175)

2.25

(2.30)

4.40

有

国の制度

(1.125)

2.15

(1.175) (2.30)

有

2.25 4.40
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